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本研究では，我が国で実施されてきた道路整備が経済活動の空間的集積現象に与えた影響を評価する．その
ために，高山ら 1) が開発した，集積の経済と人口移動を考慮した空間応用一般均衡モデルを，道路整備効果を
分析できる枠組みに改良する．そして，1985年から 2005年の期間を対象として，2種類の仮想実験を実施し，
都市/地方部に与える影響を分析した：1) 地域間の所要時間を 2005年から 1985年に変化させた場合，2) 地域
間の所要時間を 2005年から 5年間隔で変化させ，それぞれの均衡状態を経由して 1985年の地域間の所要時間
まで変化させた場合．そして，上記に示す両シナリオ間での結果の傾向が大幅に異なることを確認することで，
本モデルにおいてヒステリシス現象が見られることを示す．
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1. はじめに

我が国の高速道路は 1963年に初めて開通して以来，

東京・名古屋・大阪を中心に整備が進み，1985年時点で

は，政令指定都市など多くの都市で高速道路が整備さ

れ，その後も広範囲にわたり整備されるようになった．

このような高速道路網の整備は，大幅な輸送費用低下

をもたらした．そして，短期的には都市間の人流や物

流の効率が大幅に改善され，長期的には人の居住する

地域や企業が立地する地域が変わるなど，都市に多大

な経済的な影響をもたらしている．そのため，高速道

路網整備を行う際には，短期的/長期的な影響を正確に

把握することが必要になる．このような長期的な影響

は，「企業集積が人口集積を呼び込み，この人口集積が

さらなる企業集積を誘発する」という “集積の経済”が

主要因であることを示す理論・実証研究が蓄積されて

いる．

また，高速道路整備などの政策効果における空間分

布を評価するための代表的手法として空間応用一般均

衡 (SCGE) 分析がある．しかし，既存の SCGE分析で

は，“集積の経済” と “人口移動” のいずれか，または

両方を無視しており，“交通基盤整備による人流・物流

効率改善” などの短期的効果は捉えられても，“それに

伴う経済集積の長期的変化 (e.g., ストロー現象)” は説

明できない．よって，既存の SCGE分析の枠組では，“

経済集積の変化” や “それに伴う多大な経済的影響” な

どの，政策の長期的効果を適切に評価することが困難

となっている．

既存の政策評価手法の問題を解決するには，集積の

経済と人口移動を考慮した SCGE分析枠組の開発が不

可欠である．そこで，高山ら1), 2) は，新経済地理学

(NEG)3) の理論的知見に基づいたモデルを開発してい

る．しかし，これらの研究では，モデルの基本特性を

明らかにすることを重視しており，交通網整備の影響

評価に直接応用可能な枠組みとはなっていない．

そこで，本研究では，我が国における道路整備の推移

による影響を分析するために，高山ら1), 2) により開発

された，“集積の経済”と “人口移動”を考慮した SCGE

モデルを改良する．具体的には，都市雇用圏を基準と

した詳細な地域分割を実施するとともに，現実の高速

道路・国道網を反映した空間構造を考慮した枠組を構

築し，我が国の道路整備がもたらした影響を分析する．

なお，地域分割を 47都道府県で行った高山ら1) 2)の

モデルでは，“多極型の集積パターンを表現できるモデ

ル”の特徴を持つことが高山ら 2)により示されている．

本研究では，都市雇用圏を基準とした地域分割を実施

したため，まず，この地域を詳細化したモデルにおい

ても，“多極型の集積パターンを表現できるモデル”の

特徴を持つことを確認する．ここでは，高山ら 2)と同

様に，詳細化した地域間の輸送費用を同時に一定割合
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変化させる条件で数値解析を実施することで確認する．

さらに，本研究は，我が国高速道路整備において 2種

類の仮想実験を行うことで，高速道路整備がもたらし

た影響を明らかにするとともに，開発したモデルにお

いて， “ヒステリシス現象”が見られることを示す．よ

り具体的には，次の２種類の道路整備のシナリオ分析

を行い，その道路整備の影響による人口分布の変化を

調べる1：1) 地域間の所要時間を 2005年から 1985年

に変化させた場合，2) 地域間の所要時間を 2005年か

ら 5年間隔で変化させ，それぞれの均衡状態を経由し

て 1985年の地域間の所要時間まで変化させた場合．そ

して，道路整備順序の影響が，この２種類のシナリオ

間で大きく異なることを明らかにする．なお，両シナ

リオの結果に相違が見られるのは，“集積の経済” と “

人口移動”の両方を考慮した SCGEモデルならではの

特徴である．実際，そのどちらか/両方を無視した（均

衡が唯一に決まる）従来の SCGEモデルでは，両シナ

リオの結果は一致する．

本論文の構成は，以下の通りである．第 2章では，高

山ら 1)により開発された，集積の経済と人口移動を考

慮した SCGE モデルを説明する．第 3章では均衡状態

を定義した上で，その導出方法を示す．なお，第 2, 3

章の内容は基本的に 高山ら 1) と同様ではあるものの，

読者の理解を容易にするために，その内容を詳しく紹

介する．次に，実データを用いたパラメータの設定方

法を第 4章で提示する．第 5章では，都市雇用圏を基

準として地域を詳細化したモデルにおいて，高山ら 2)

と同様の方法2で行ったパラメータ推定・キャリブレー

ション結果を示したうえで，輸送費用を同時に一定変

化させる条件で数値解析を実施する．その後，第 6章

では，2種類の 1986年から 2005年における道路整備

を模擬した数値解析を実施する．最後に，第 7章で本

研究の成果をまとめた後，今後の課題を述べる．

2. 空間応用一般均衡モデル

本章では，高山ら 1) が開発した “集積の経済” と “

人口移動” を考慮した SCGE モデルを紹介する．

(1) 地域・経済環境の設定

離散的な A箇所の地域が存在する経済システムを考

える．この経済には，I種類の産業と消費者が存在する．

各産業の企業は，収穫逓増の技術により，独占的競争市

場下で，労働・資本・中間財を生産要素として差別化され

た財を生産する．以降では，産業 i ∈ I ≡ {1, 2, · · · , I}
1 1986年から 2005年における高速道路整備を対象にした．2005
年を基準均衡状態として，過去にさかのぼる形で輸送費用を変
化させることで，1985年から 2005年における人口分布の変化
を確認する．

2 第 5 章で詳しく述べる

の企業が生産する財を “財 i”と表す．本モデルでは，規

模の経済，消費者の多様性選好，ならびに供給できる

財のバラエティ(種類)に制限がないことから，どの企

業も必ず他企業とは異なる種類の財を生産する．その

ため，地域 aで生産を行う企業の数は，供給される財 i

のバラエティ数 niaに等しい．また，この財 iは，地域

間輸送ネットワークにより任意の地域に供給でき，そ

の際の輸送費用は氷塊費用の形をとる．

消費者は，地域全体に固定的に N 存在し，居住する

地域 a ∈ A ≡ {1, 2, · · · , A}を選択することができる．
また，各消費者は，1単位の労働に加え，κa 単位の資

本を所有しており，それらを非弾力的に供給する．そ

れゆえ，所得は賃金所得と資本所得からなる．労働は

自地域のみにしか供給できない一方，資本は自地域の

みならず他地域へも (追加的な費用なしで) 自由に投資

することができると仮定する．

(2) 消費者行動

本稿では，産業 i ∈ I に従事し，資本を地域 ãの産

業 ĩに供給する消費者を “消費者 {i, ã, ĩ}”と表す．ただ
し，以降では，x = {i, ã, ĩ} と定義し，表記の簡略化の
ため，誤解のない範囲で x を用いた表現をする．

すべての消費者は，財 j ∈ I に対して同一の選好を
有すると仮定する．また，地域 a ∈ Aに居住する消費者
x ∈ X ≡ {x = {i, ã, ĩ} | ã ∈ A, i, ĩ ∈ I} の効用は，次
の Cobb-Douglas 型効用関数 u({cja,x }) で与えられる:

u({cja,x }) =
∑
j∈I

µj ln
[
cja,x

]
, (1)

ここで，µi ∈ (0, 1]は消費者の財 iへの支出割合を表す

定数であり，
∑

i µ
i = 1が成立する．また，cja,x は差別

化された財 j の消費により得られる部分効用を表して

おり，次の CES 関数により定義する:

cja,x =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
qjba,x (ν)

}σj−1

σj

dν

] σj

σj−1

. (2)

ここで，ν は財のバラエティを表すインデックスであ

り，常にその種類が連続的かつ無限に存在すると仮定

するため，連続変数とする．また，qjba,x (ν)は地域 bで

生産され，地域 aの消費者 x により消費される財 j の

バラエティν の消費量，σj > 1 は財 j の代替の弾力性

である．

消費者の予算制約式は以下の通りとなる:∑
j∈I

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν)q
j
ba,x (ν) dν = ya,x . (3)

ここで，ya,x は消費者 x の所得，pjba(ν) は地域 bで生

産され，地域 aの消費者 x により消費される財 j のバ

ラエティν の価格である．なお，地域 aの消費者 x の

所得は賃金所得と資本所得の和で与えられるため，ya,x
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は地域 aの産業 iの企業が支払う賃金wi
aと，地域 ãの

産業 ĩの企業が支払う資本レント rĩãにより表すことが

できる:

ya,{i,ã,̃i} = wi
a + κar

ĩ
ã. (4)

効用最大化問題を解くことにより，財 j の消費量が

次のように導出される:

cja,x = µj ya,x

ρja
, qjba,x (ν) =

[
pjba(ν)

ρja

]−σj

cja,x . (5)

ここで，ρja は地域 aでの財 j の価格指数である:

ρja =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
pjba(ν)

}1−σj

dν

] 1

1−σj

. (6)

(3) 企業行動

各産業の企業は，収穫逓増の技術により，独占的競争

市場下で差別化された財を生産する．具体的には，産

業 i ∈ I の企業 ν が財 iのバラエティν を生産するに

は，生産要素 (労働・資本・中間財の合成財)を固定的

に 1単位と，生産量 sia(ν)に応じて βi
as

i
a(ν)単位投入

する必要がある．本研究では，Cobb-Douglas 型の生産

技術を仮定するため，各中間要素の投入量は以下の関

係から与えられる:

{lia(ν)}η
i
a{kia(ν)}γ

i
a

∏
j∈I

{zjia (ν)}α
ji
a = 1 + βi

as
i
a(ν).

(7)

ここで，lia(ν), k
i
a(ν) は地域 a の産業 i の企業 ν が投

入する労働量と資本量，zjia (ν) は財 j の中間投入量，

ηia, γ
i
a, α

ji
a ∈ [0, 1] は，各々，労働・資本・中間財 jの投

入割合を表すパラメータであり，ηia+γ
i
a+

∑
j∈I α

ji
a = 1

を満たす．この中間投入量 zjia (ν)は，地域 bの企業 ν̃

が生産する財 j の中間投入量 zjiba(ν̃, ν)を代替の弾力性

σj を用いて集計した次の関数で定義する:

zjia (ν) =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
zjiba(ν̃, ν)

}σj−1

σj

dν̃

] σj

σj−1

. (8)

財 iの輸送には，氷塊費用の形をとる費用がかかる．

すなわち，地域 aから bに 1単位の財 iを輸送すると，

最初の 1単位のうち 1/τ iab単位だけが実際に到着し，残

りは溶けてしまう (溶けた分が輸送費用) と考える．そ

のため，地域 aで生産された財 iの (労働者・企業の)

地域 bにおける需要量 xiab(ν)と供給量 sia(ν)との間に，

次の関係が成立する:

sia(ν) =
∑
b∈A

τ iabx
i
ab(ν), (9a)

xiab(ν) =
∑
x∈X

qiab,x (ν)Nb,x +
∑
j∈I

∫ nj
b

0

zijab(ν, ν̃)dν̃.

(9b)

ここで，Nb,x は地域 bの消費者 x の人数である．

地域 aの各産業の企業は，独占的競争を仮定してい

るため，地域 b の消費者 x の需要関数 qjab,x (ν)，他企

業 ν̃ からの需要関数 zijab(ν, ν̃)を所与として，自ら生産

する財 iの価格 piab(ν)と労働・資本・中間財の投入量

lia(ν), k
i
a(ν), z

ji
ba(ν̃, ν)を設定する．その利潤最大化行動

は，次のように定式化できる:

max
pi
ab(ν),l

i
a(ν),k

i
a(ν),z

ji
ba(ν̃,ν)

πi
a(ν) s.t. (5), (7), (8), (9).

(10)

ここで，πi
a(ν)は利潤を表し，収入から労働・資本・中

間財の費用を引いた，以下の形で与えられる:

πi
a(ν) =

∑
b∈A

piab(ν)x
i
ab(ν)− wi

al
i
a(ν)− riak

i
a(ν)

−
∑
j∈I

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν̃) z
ji
ba(ν̃, ν) dν̃. (11)

利潤最適化問題を解くことにより，地域 bで生産さ

れる中間財の需要 zjiba(ν̃, ν), 財 iの価格 piab(ν)，中間要

素の投入量 lia(ν), k
i
a(ν), z

ji
a (ν)が次のように得られる:

zjiba(ν̃, ν) =
[
pjba(ν̃)/ρ

j
a

]−σj

zjia (ν), (12a)

piab(ν) =
βi
aσ

i

σi − 1
τ iabϕ

i
a, (12b)

ϕia =
[
wi

a/η
i
a

]ηi
a
[
ria/γ

i
a

]γi
a
∏
j∈I

[
ρja/α

ji
a

]αji
a , (12c)

lia(ν) = (ηia/w
i
a)

[
1 + βi

a

∑
b∈A τ

i
abx

i
ab

]
ϕia, (12d)

kia(ν) = (γia/r
i
a)

[
1 + βi

a

∑
b∈A τ

i
abx

i
ab

]
ϕia, (12e)

zjia (ν) = (αji
a /ρ

j
a)

[
1 + βi

a

∑
b∈A τ

i
abx

i
ab

]
ϕia. (12f)

ここで，ϕia は生産要素の価格指数を表す．

この結果から明らかなように，財 iの価格 piab(ν)は

財 iのバラエティνに依存しない．したがって，qjbx (ν),

zijab(ν, ν̃), z
ij
a (ν), sia(ν), l

i
a(ν), k

i
a(ν)も，同様に，バラエ

ティν, ν̃に依存しない．そこで，以降では，ν, ν̃を省略

し，piab, q
j
bx , z

ij
ab, z

ij
a , sia, l

i
a, k

i
a と表記する．

3. 均衡条件

本稿で用いる産業連関表等のデータは，“個人や企業

の財の取引量”ではなく，常に “地域内・地域間の総取

引額”で与えられる．したがって，開発した SCGE モ

デルにより決定される多くの変数も，地域内・地域間の

総取引額として表現する必要がある．具体的には，地

域 aでの財 iの生産・需要量，地域 a, b間の財の輸送量

は，全て “量”ではなく “金額”により表す必要がある．

そこで，本章では，前章で示した “個人・一企業の取引

量”を表す変数を，“地域内・地域間の総取引額”を表

す変数に変換する．その後，それらの変数を用いた均

衡条件と，その解析手順を示す．
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(1) 数量から取引額への変換

a) 消費者行動により得られる変数の変換

最初に，消費者行動により得られる変数を考える．こ

こでは，個人の消費量を表す変数を，地域全体の消費

額を表す変数へと変換する．具体的には，地域 aの消

費者 x の財 iの消費量を表す cja,x , q
j
ba,x を，地域 aの消

費者 x 全体の財 j の消費額Dj
a,x , d

j
ba,x に変換する．そ

のために，式 (5)が次のように表現できることに注目し

よう:

ρjac
j
a,x = µjyx = µj

(
wi

a + κar
ĩ
ã

)
, (13a)

njbp
j
baq

j
ba,x =

[
pjba/ρ

j
a

]1−σj

njbρ
j
ac

j
a,x . (13b)

全ての関係式は単一の消費者に関するものであるため，

両辺をNa,x 倍することで地域全体の取引額が得られる:

Dj
a,x = µjyxNa,x , (14a)

djba,x =
[
pjba/ρ

j
a

]1−σj

njbD
j
a,x . (14b)

b) 企業行動により得られる変数の変換

次に，産業 iの企業行動により得られる変数を考え

よう．ここでは，地域 a・産業 iの各企業の供給量 sia，

労働・資本・財 j への投入量 lia, k
i
a, z

ji
a , z

ji
baを総生産額

Si
a，労働・資本・財 j への総投入額W i

a,K
i
a,M

ji
a ,m

ji
ba

により表現する．一企業当たりの生産額 (12) は，∑
b∈A

piabx
i
ab =

βi
aσ

i

σi − 1
ϕias

i
a, (15a)

(1 + βi
as

i
a)ϕ

i
a = σiϕia, wi

al
i
a = ηiaσ

iϕia, (15b)

riak
i
a = γiaσ

iϕia, ρjaz
ji
a = αji

a σ
iϕia, (15c)

njbp
j
baz

ji
ba =

[
pjba/ρ

j
a

]1−σj

njbρ
j
az

ji
a , (15d)

と表される．したがって，両辺を nia倍することで，地

域全体の取引額を表すことができる:

Si
a = σiniaϕ

i
a, W i

a = ηiaS
i
a, Ki

a = γiaS
i
a, (16a)

M ji
a = αji

a S
i
a, mji

ba =
[
pjba/ρ

j
a

]1−σj

njbM
ji
a . (16b)

(2) 均衡条件

前節では，数量を表す変数を取引額に関する変数に

変換した．そこで，本節では，取引額を表す変数を利

用した形で，モデルの均衡条件を定式化する．

本稿では，NEG理論と同様，財・労働・資本市場は，

消費者が居住地や生産要素 (労働と資本) の供給先を変

更できないほど短期間で均衡し，長期的には消費者は

自らの得る効用を最大化するように居住地・生産要素

の供給先を選択すると仮定する．すなわち，均衡状態

を，Na,x を与件とした状況下で財・労働・資本市場が

均衡する “短期均衡状態”と，消費者の居住地・生産要

素供給先 (地域・産業) 選択均衡条件を満たす “長期均

衡状態”の 2段階に分ける．

a) 短期均衡条件

まず，短期均衡条件を示す．消費者・企業の行動に

基づいて定まる変数間の関係式は，前節で得られた条

件 (4), (6), (12c), (14), (16)と利潤ゼロ条件から与え

られる:

ϕia =
[
wi

a/η
i
a

]ηi
a
[
ria/γ

i
a

]γi
a
∏
j∈I

[
ρja/α

ji
a

]αji
a , (17a)

ρia =
[∑

b∈A n
i
b

{
ψi
bτ

i
baϕ

i
b

}1−σi]1/(1−σi)

, (17b)

Dj
a,x = µjya,xNa,x , (17c)

djba,x =
[
ψj
bτ

j
baϕ

j
b/ρ

j
a

]1−σj

njbD
j
a,x , (17d)

Si
a = σiniaϕ

i
a, W i

a = ηiaS
i
a, (17e)

Ki
a = γiaS

i
a, M ji

a = αji
a S

i
a, (17f)

mji
ba =

[
ψj
bτ

j
baϕ

j
b/ρ

j
a

]1−σj

njbM
ji
a , (17g)

ya,{i,ã,̃i} = wi
a + κar

ĩ
ã, (17h)

ここで，ψj
b = βj

bσ
j/(σj − 1)である．

短期均衡状態では，条件 (17) に加えて，各市場の

需給均衡条件も満たされる．そこで，その条件も整理

しておこう．最初に，各地域の労働の需給均衡条件を

示す．地域 a・産業 i の労働需要額は W i
a，供給額は

wi
a

∑
ã

∑
ĩNa,{i,ã,̃i} となる．したがって，この条件は

以下で表される:

W i
a = wi

a

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

Na,{i,ã,̃i}. (18)

次に，各地域の資本の需給均衡条件を示す．地域 ã・産

業 ĩの資本需要額はK ĩ
ã，供給額は rĩã

∑
a

∑
i κaNa,{i,ã,̃i}

で与えられるため，この条件は以下で表される:

K ĩ
ã = rĩã

∑
a∈A

∑
i∈I

κaNa,{i,ã,̃i}. (19)

最後に，各地域の財 iの需給均衡条件を示す．均衡状

態では，地域 aで生産する財 iの総供給額は，財 iの最

終需要額・中間需要額の合計と一致する:

Si
a =

∑
b∈A

∑
x∈X

diab,x +
∑
j∈I

mij
ab

 . (20)

以上で示した主体間の労働・資本・財 i ∈ I の取引関
係は，図 1 に示すとおりである．なお，図の実線の矢

印は財，破線は労働，鎖線は資本の移動を表す．

b) 長期均衡条件

次に，消費者の居住地域，労働・資本の供給先選択に

関する長期均衡条件を示す．地域 aの消費者 x は，よ

り高い効用が得られる居住地 aと労働・資本の供給先 x

を選択する．ただし，本研究では一定割合 λの消費者し

か地域間移動ができないと仮定する．さらに，消費者の
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図–1 主体間の労働・資本・財 i ∈ I の取引関係の模式図 (矢印は財・サービスの流れる方向を表す)

居住地，労働・資本の供給先に関する選択行動が nested

logit model により表現される状況を考える．その際，

nested logit model と経済理論を整合させるために，消

費者選択に関する階層構造を，事前に定義するのでは

なく，(データを用いて推定された) 居住地・労働・資本

の供給先選択に関する分散パラメータ θA, θL, θC の大

きさに応じて定義する．具体的には，分散パラメータ

が最小となる選択を最上位，最大となる選択を最下位

と設定する．このとき，長期均衡状態Na,{i,ã,̃i}は，次

の条件により与えられる:

Na,{i,ã,̃i} = N̂a,{i,ã,̃i} + Ña,{i,ã,̃i}, (21a)N̂a,{i,ã,̃i} = Pa,{i,ã,̃i}λN,

Pa,{i,ã,̃i} = P1 · P2 · P3,
(21b)

Ña,{i,ã,̃i} = P̃a,{i,ã,̃i}Ña,

P̃a,{i,ã,̃i} = P̃1 · P̃2.
(21c)

ここで，N̂a,{i,ã,̃i}, Ña,{i,ã,̃i} は，地域間を移住可能・不

可能な地域 aの消費者 {i, ã, ĩ} の人数，Ñaは移住不可

能な消費者の地域 a人口であり，

Ña =
∑
i∈I

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

Ña,{i,ã,̃i}, (1− λ)N =
∑
a∈A

Ña

(21d)

を満足する．また，P1, P2, P3, P̃1, P̃2, は各階層の選

択確率を表しており，θA, θL, θC の大きさに応じた形

で与えられる．例えば，θL > θC > θA となるケースで

は，これらの確率は以下で表される (その他のケースに

ついては高山ら 2) 参照):

P1 = PA(V (a) + ζa), (22a)

P2 = PC(V̂ (ã, ĩ|a) + ζ ĩã), (22b)

P3 = PL(v(i|a, ã, ĩ) + ζi), (22c)

P̃1 = PC(V̂ (ã, ĩ|a) + ζ̃ ĩã), (22d)

P̃2 = PL(v(i|a, ã, ĩ) + ζ̃i). (22e)

PA(·), PC(·), PL(·) は，各々，労働者の労働供給先・資
本供給先・居住地の選択確率である:

PA(v(a)) =
exp[θAv(a)]∑
b∈A exp[θAv(b)]

, (23a)

PC(v(a, i)) =
exp[θCv(a, i)]∑

b∈A
∑

j∈I exp[θCv(b, j)]
, (23b)

PL(v(i)) =
exp[θLv(i)]∑
j∈I exp[θLv(j)]

. (23c)

また，V (a), V̂ (ã, ĩ|a), v(i|a, ã, ĩ)は各階層で与えられ
る期待最大効用であり，以下で表される:

V (a) =
1

θC
ln

∑
ã

∑
ĩ

exp[θC V̂ (ã, ĩ|a)]

 , (24a)

V̂ (ã, ĩ|a) = 1

θL
ln

[∑
i

exp[θLv(ã, ĩ|a, i)]

]
, (24b)

v(i|a, ã, ĩ) = va,{i,ã,̃i}, (24c)

va,x =
∑
j

µj
{
ln

[
µj

]
− ln

[
ρja

]
+ ln [ya,x ]

}
. (24d)

なお，ζa, ζi, ζ ĩã, ζ̃
i, ζ̃ ĩã は，地域・産業固有の効用項で

あり，第 4章で示される手順により，実データが均衡

条件を満たすような値に設定される．

(3) 均衡状態の解析手順

本研究で解析する SCGE モデルには，安定・不安定

な複数の長期均衡状態が存在し得る．そこで，本節で

は，前節で得られた均衡条件を満たす，安定的な均衡

状態を求める方法を示す．

短期均衡状態は非線形連立方程式 (17)の解として得

られる．ただし，ワルラス法則の存在により，この条件

式には独立な方程式が 1つ足りない．したがって，あ

る変数を基準化し (ニューメレールとし)，連立方程式

を解かなければならないことに注意が必要である．

長期均衡状態 Na,x は，短期均衡状態として得られる

ρia, w
i
a, r

i
aを利用し，条件 (21)を解くことで得られる．

ただし，この長期均衡状態Na,x には安定・不安定なも
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のが複数存在する．そこで，本稿では次の調整ダイナミ

クスを利用して，安定的な均衡状態 Na,x を導出する:

dNa,x

dt
=

dN̂a,x

dt
+

dÑa,x

dt
, (25a)

dN̂a,x

dt
= Pa,xλN − N̂a,x , (25b)

dÑa,x

dt
= P̃a,x Ña − Ña,x . (25c)

ただし，この微分方程式を直接解くことは困難である

ため，以下に示すように，調整ダイナミクス方向に居

住地・生産要素供給先を繰り返し改訂することで，安

定均衡状態を数値的に得る:

N̂ (n)
a,x = N̂ (n−1)

a,x + ∆̂(n−1)
a,x , (26a)

Ñ (n)
a,x = Ñ (n−1)

a,x + ∆̃(n−1)
a,x , (26b)

∆̂(n)
a,x = δ

{
Pa,x (N

(n))λN −N (n)
a,x

}
, (26c)

∆̃(n)
a,x = δ

{
P̃a,x (N

(n))Ña − Ñ (n)
a,x

}
. (26d)

ここで，δは調整ダイナミクス方向への均衡解の変化の

度合を表すパラメータ，N (n)
a,x はn回目の繰り返し計算時

の地域 aの消費者 x 人数，N (n) = [N
(n)
a,x ], Pa,x (N

(n)),

P̃a,x (N
(n)) はN (n)の下で得られる Pa,x , P̃a,x である．

4. パラメータ設定方法

基準均衡状態 (i.e., 政策を実施していない状況下での

均衡状態) を実データと整合させるためには，パラメー

タを適切に推定・キャリブレートする必要がある．そこ

で本節では，データからその数値が得られる W i
a, K

i
a,

Si
a, M

ij
a , Ya, Na,x が基準均衡状態となるような，短期・

長期均衡条件に関係するパラメータの設定方法を説明

する．

(1) 短期均衡条件に関係するパラメータ

本節では，短期均衡条件に関係するパラメータ αij
a ,

ηia, γ
i
a, τ

i
ab, σ

i, µi, κa, ψ
i
aの推定・キャリブレーション

方法を示す．以降で用いる基準均衡データは，各地域の

産業連関表から得られる，地域・産業別生産額 Si
a，賃金

(家計外消費支出と雇用者所得の和で与える) W i
a，資本

レント (営業余剰，資本減耗引当，間接税，経常補助金

の和で与える) Ki
a，中間投入額M ij

a ，最終消費額 Yaで

ある．ただし，本研究では日本国内を分析対象とするた

め，輸出入は無視する．それゆえ，総最終消費額
∑

a Ya

は，データ上は必ずしも総付加価値
∑

a

∑
iW

i
a+K

i
aと

一致しない．そこで，本稿では，基準均衡データとし

て与える地域別最終消費額を，データ上得られる地域

ごとの最終消費額 Ŷa を用いて，次のように定義した:

Ya = Ŷa{(
∑

a

∑
iW

i
a +Ki

a)/(
∑

a Ŷa)}.
地域 a の消費者 {i, ã, ĩ} 数 Na,{i,ã,̃i} は，地域・産

業別労働者数 NL
a,i と資本供給人数 NC

a,i に分けて設定

する:

NL
a,i =

∑
b∈A

∑
j∈I

Na,{i,b,j}, (27a)

NC
a,i =

∑
b∈A

∑
j∈I

Nb,{j,a,i}. (27b)

NL
a,iは，地域・産業別の就業者数 (総務省統計局のデー

タ) で与える．NC
a,iは，資本の供給人数に関するデータ

を得ることが困難であることから，各地域・産業の労働

者数と資本供給人数が比例していると仮定する．すな

わち，NL
a,i = NC

a,i となるように設定する．また，資本

はいずれの地域・産業へも自由に投資できることから，

本研究では，消費者の資本の投資先は，居住する地域・

労働を供給する産業に依存しないと仮定する．さらに，

N̂a,x , Ña,x は，基準均衡状態では移住可能・不可能な

消費者の割合が各地域で同一であると仮定し，以下で

与える:

N̂a,x = λNa,x , Ña,x = (1− λ)Na,x . (28)

パラメータ αij
a , η

i
a, γ

i
a は，各地域の産業連関表デー

タからその値を設定する．具体的には，αij
a , η

i
a, γ

i
aは，

各々，地域 a・産業 iの中間投入総額に占める財 jの中

間投入額，労働，資本 (付加価値から家計外消費支出・

雇用者所得を除いたもの) の割合を用いる．

次に，輸送費用に関する項 τ iabを考えよう．輸送費用

に関するパラメータは容易にデータを得ることができ

ないことから，Redding and Venables 4) と同様の方法

で推定する．具体的には，式 (17)を用いると，地域 a, b

間の財 i の輸送額Xi
ab =

∑
x d

i
ab,x +

∑
j m

ij
ab が次のよ

うに与えられることを利用する:

ln[Xi
ab] = FXi

a + ln[{τ iab}1−σi

] + FMi
b. (29)

ここで，FXi
a は生産地 a に関する項，FMi

b は需要地

b に関する項を表す．

本研究では，輸送費用に関する項 {τ iab}1−σi

に関し

て，次の 2種類のモデルを考える:

• 地域間距離を直線距離で定義
• 地域間距離を道路による移動時間で定義

そして，その両モデルの特徴・道路整備効果の予測結果

を比較することで，本研究において開発される SCGE

モデルの特徴を明らかにする．

{τ iab}1−σi

は，地域内 (i.e., a = b),地域間 (i.e., a ̸= b)

別に，以下で与えられると考える:

直線距離の場合:

{τ iab}1−σi

= {distab}τ
i

(30)

ここで，distabは地域a, b間の直線距離を表す3．ただし，

地域内輸送距離 distaa は，Redding and Venables 4)と

3 本研究では，ArcGIS 上で計測された各地域の重心をセントロ
イドとした．
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同様，地域 a の総面積 areaa を用いて，以下で与える:

distaa =
2

3

√
areaa
π

. (31)

この地域内輸送距離を採用することは，1) 地域 a が円

状であること，2) 全ての生産活動がその中心で行われ，

消費者が円内に均等に分布すること，を仮定すること

と対応している．

道路距離の場合:

{τ iab}1−σi

=

{ICa}τ
i
IC · {distaa}τ

i

if a = b,

{distab}τ
i

if a ̸= b.
(32)

ここで，distab は地域 a, b間の所要時間である．この

所要時間は高速道路・国道・フェリーを利用した場合

の最短所要時間で与える．なお，この最短所要時間は，

高速道路，国道，フェリーの速度を，各々，80km/h,

35km/h, 35km/h として，ArcGISにより計算した．ま

た，地域内の所要時間 distaa は，直線距離の場合と同

じ距離 (31)を，国道と同じ速度 (i.e., 35km/h) で移動

すると想定して与えた．また，ICa は地域 aに存在す

るインターチェンジ数を表す．ただし，インターチェン

ジが存在しない地域については ICa = 1 とした4．

そして，次の推定式により τ i, τ iIC を得る:

直線距離の場合:

ln[Xi
ab] = FXi

a + τ i ln[distab] + FMi
b + ξiab. (33a)

道路距離の場合:

ln[Xi
ab]

=


FXi

a + τ iIC ln[ICa] + τ i ln[distaa] + FMi
a + ξiaa

if a = b,

FXi
a + τ i ln[distab] + FMi

b + ξiab if a ̸= b.

(33b)

ここで，ξiab は誤差項である．

輸送費用パラメータ τ i, τ iIC を (33) から推定するに

は，財 iの地域間交易額に関するデータが必要となる．

しかし，その詳細なデータを得るのは困難であるため，

本稿では，経済産業省で公開している 2005 年 (最新)

の地域間産業連関表を用いて推定する．ただし，沖縄

は経済規模が小さく，かつ極端に他地域と離れた位置

にあることから，ここでは省略した．なお，ここで注

意が必要なのは，ここで示したパラメータ推定方法で

は，代替弾力性パラメータ σi の影響を分離できない点

である．すなわち，上記の手法により得られる結果は，

あくまで {τ iab}1−σi

の推定結果であり，代替弾力性の

効果を除いた輸送技術・道路網の影響を推定できるわ

けではない．

4 インターチェンジが 0 または 1 箇所の場合，高速道路は地域内
輸送に貢献しないと考えることができるため．

産業 iの財の代替弾力性 σiは，短期均衡条件 (17) で

用いられていることから理解できるように，{τ iab}1−σi

とは別に推定する必要がある．ただし，数多くの研究

で指摘されているように，代替弾力性 σi の適切な推定

には，現状では困難が伴う．そこで，本研究では，既存

研究で推定された σi の値を利用することとする．

µi は，システム全体の財 i ∈ I の最終需要・中間需
要額が総供給量と等しくなるように設定する．より具

体的には，式 (7)を地域 aについて足し合わせた，次の

関係式を満たす値に設定する:∑
a∈A

Si
a =

∑
a∈A

∑
b∈A

∑
x∈X

diab,x +
∑
j∈I

mij
ab

 . (34)

具体的には，µi は以下で与える:

µi =

∑
a S

i
a −

∑
a

∑
j M

ij
a∑

a Ya
. (35)

κaは，各地域の総可処分所得 Yaと賃金所得, 資本所

得が整合するように設定する．すなわち，次の関係を

満足する値とする:

Ya =
∑
i∈I

W i
a +

∑
ã∈I

∑
ĩ∈I

rĩãκaNa,{i,ã,̃i}

 . (36)

ψi
a は，短期均衡条件 (17) により設定する．均衡条

件を求める際に解くべき非線形連立方程式の変数の

うちW i
a,K

i
a, S

i
a, Ya は，基準均衡状態のデータから得

られる．それゆえ，これまでに得られたパラメータ

σi, τ iab, α
ij
a , µ

i, κa を用いれば，ψi
a が定まる．

(2) 長期均衡状態に関係するパラメータ

次に，長期均衡条件 (21) を満たすためのパラメータ

θA, θL, θC , ζa, ζ
i, ζ ĩã, ζ̃

i, ζ̃ ĩã のキャリブレーション方法

を示す．まず θA, θL, θCは，ζa = ζi = ζ ĩã = ζ̃i = ζ̃ ĩã = 0

∀a, ã ∈ A, ∀i, ĩ ∈ I とした時の nested logit model の

対数尤度関数 Lを最大化する値とする:

L =
∑
a∈A

∑
x∈X

[
N̂a,x

λN
ln [Pa,x ] +

Ña,x

Ña

ln
[
P̃a,x

]]
. (37)

そして，長期均衡条件を満たすように，各地域・産業

の ζa, ζ
i, ζ ĩã, ζ̃

i, ζ̃ ĩã を設定する:

N̂a,x − Pa,xλN = 0, Ña,x − P̃a,x Ña = 0. (38)

ただし，この方法では ζa, ζ
i, ζ ĩã, ζ̃

i, ζ̃ ĩã の値は一意に

決まらない．そこで，ζ1 = ζ1 = ζ11 = ζ̃1 = ζ̃11 = 0 に

基準化して残りのパラメータ値を決定する．

5. 輸送費用変化による効果：モデルの特徴
の確認

本章では，都市雇用圏を基準として詳細化した SCGE

モデルにおいて，“多極型の集積パターンを表現できる
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図–2 地域分割結果と 1985, 2005年時点の高速道路網

モデル”であるかどうか確認を行う．

また，パラメータ推定・キャリブレーションの手順は

前章で示した方法とは異なり，2005年の国勢調査，各

都道府県の産業連関表，地域間産業連関表のデータを

用いて，高山ら 2)に示した手順で実施した．具体的な

計算手順については，本章で簡単に説明を行う．

さらに，輸送費用増加5が各地域の人口に与える影響

を調べることで，本モデルの特徴を詳しく見ていく．

なお，本分析は，高山ら 2)と同様の手順で日本国内

を都市雇用圏を基準に分割した，全 432地域を対象に

実施する．また，産業は，第一次産業・第二次産業・第

三次産業の３種類とした．

(1) パラメータの推定・キャリブレーション結果

輸送費用パラメータ τ i の推定には，地域間産業連関

表に記載されている 8地域6間の距離，各地域の面積を

得る必要がある．本研究では，この 8地域のセントロ

イドを図 2で分割した地域のうち人口最大地域の重心

と設定する．そして，distab として，セントロイド間の

直線距離を用いる．また，地域内輸送距離 distaa で用

いる各地域の総面積 areaa は，ArcGISから得られる面

積を用いる．このとき，(33)の推定式より，τ i が以下

の通り得られる:

(τ1, τ2, τ3) = (−1.372,−1.274,−1.603). (39)

また，αij
a , η

i
a, Ŷa,W

i
a は，2005年の産業連関表を用

いて設定した．なお，各地域の産業連関表を作成する

ために，本研究では，都道府県毎のデータを各自治体

の就業者数に応じて分割し，市町村別の産業連関表を

作成した．ただし，札幌市・神戸市・広島市・福岡市・

5 ここでの輸送費用の増加は，2005年から過去にさかのぼること
を想定している．なお，輸送費用以外にも人口分布/産業集積の
変化に大きな影響を与える要因（e.g., 産業構造の変化）は数多
く存在する．これらの影響を調べることは非常に重要であるこ
とから，今後必要なデータを整備し，その分析を実施する必要
があると考えられる．

6 北海道地方，東北地方，関東地方，中部地方，関西地方，中国
地方，四国地方，九州地方（沖縄県を除く）の８地域

北九州市については 2005年の産業連関表が存在したこ

とから，そのデータを利用した．それと同時に，北海

道・兵庫県・広島県・福岡県の他市町村については，各

道県の産業連関表から上記都市分を差し引いたうえで，

就業者数に応じて比例配分した．その後，各地域に属

する市町村のデータを合算することで，地域別の産業

連関表を作成した．

代替弾力性 σi は，Knaap and Oosterhaven 5) で得

られている産業分類別の代替弾力性を推定した結果を

用いた．より具体的には，Knaap and Oosterhaven 5)

で用いている産業分類を 第一次・二次・三次産業に分

類しなおした上で，推定された代替弾力性の平均値で

ある

(σ̄1, σ̄2, σ̄3) = (11.1, 14.9, 16.4) (40)

を各産業の σi として用いた．居住する地域を選択でき

る消費者の割合 λ は，0.8 に設定した．また，µi は，

(µ1, µ2, µ3) = (0.005, 0.301, 0.695) (41)

となり，各地域の産業連関表から確認できる，産業 i へ

の最終消費シェアと大きな差がないことが確認できた．

分散パラメータ (θA, θL, θC) の推定結果は，以下に

示すとおりである:

(θA, θL, θC) = (0.438, 2.721, 0.465). (42)

この結果から，消費者選択の階層構造は，最上位から

順に，居住地・資本の供給先・労働の供給先となること

が確認できる．

(2) 輸送費用増加によるモデルの結果

本章では，地域間直線距離 distab 一定割合で増加さ

せ，安定均衡状態における各地域の人口シェアの変化

を調べる：∑
i∈I N

L∗
a,i −

∑
i∈I N

LP
a,i

N
× 100. (43)

ここで，上付き添え字 ∗は基準均衡状態, Pは輸送費用

増加後の均衡状態 (過去を想定した状態) を表す．

本稿では，輸送費用の増加を，全地域内・地域間の

輸送距離を同時に 20%増加させることにより表現する．

また，輸送距離の増加割合は，最初から大きな値に設

定するのではなく，0%から 10%まで，0.1%刻みで徐々

に増加させた．

モデル解析により得られた各地域の労働人口の変化

は，図-3に示す通りである．この結果から，輸送費用

の減少に伴って，人口は，東京都市圏・名古屋都市圏に

集中し，大阪都市圏では減少する傾向を示すことが分

かる7．

7 現実との比較として，1985年から 2005年における人口シェア
変化においても，東京・名古屋都市圏は人口シェア増加，大阪
都市圏は人口シェア減少の傾向を示しており，これらの結果は
現実で見られる傾向と似ていることが分かる．
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図–3 輸送費用変化による人口分布

次に，モデル解析で得られた労働人口変化に関する

特徴を示しておこう．Akamatsu et al. 6)において明ら

かにされているように，“多極型の集積パターンを表現

できるモデル”には次の特徴がある8：

1. 輸送費用の減少は，大規模な地域の労働人口を増

加させる．

2. 労働人口集積に空間的な周期性が現れる9．

高山ら1) 2)で用いた SCGEモデル10は，高山ら 2)で示

されているように，“多極型の集積パターンを表現でき

るモデル”である．したがって，本分析で用いた SCGE

モデルでも上記と同じ特徴を有していると考えられる．

そこで，このモデル特性が本解析にて実際に発現し

ていることを確認しよう．そのために，以下の２種類

の説明変数を用いた回帰モデルを構築し，各説明変数

と人口変化率∆NL
a との関係を調べる：

∆NL
a = ξ0 + ξ1X1,a + ξ2X2,a + ε. (44)

ここで，X1,aは基準均衡状態における各地域の人口集

積の程度を表す変数であり，各地域の労働人口シェア

の対数で定義する：

X1,a = ln

[∑
i∈I N

L∗
a,i

N

]
. (45a)

X2,aは人口集積の周期性を表す変数である．ここでは，

この変数に愛知を中心に計測した，（東京・名古屋間の

8 ここで示した特徴は集積の経済を考慮したモデルに共通して見ら
れるものではなく，多極型の集積パターンを説明できるモデル特有
のものである．実際，多極型の集積パターンを説明できない（i.e.,
集積に空間的な周期が現れない）モデル（Helpman 7),Allen and
Arkolakis 8)）では，輸送費用の減少は規模の大きい地域の人口
を減少させる．これらの厳密な証明は，Akamatsu et al. 6).参
照．

9 人口集積の空間的周期性の発現とは，空間的に一定の距離で隔
てられた地域において人口集積が生じていることを指す．

10 都市雇用圏を基準とした地域詳細化を行う前の 47 都道府県を
対象としたモデル

表–1 パラメータ推定結果

パラメータ 推定値 t値

ξ0 3.844× 10−2 2.366∗

ξ1 6.026× 10−3 2.828∗∗

ξ2 −2.077× 10−4 −2.866∗∗

5%有意:*,1%有意:**

距離とほぼ同じ）260km周期からの “ずれ”を用いた：

X2,a = min{δa, 260− δa}, (45b)

δa = dista, 愛知 mod 260. (45c)

なお，a mod bは aの bによる剰余を表す．周期的な

人口集積が発現する場合，X2,aの値が小さい（大きい）

地域で人口が増加（減少）する傾向が見られる．

このとき，重回帰モデルのパラメータ ξ0, ξ1, ξ2 を推

定した結果は，表-1に示す通りである11．この結果か

ら，パラメータの符号は前述したモデル特性と整合し

ており，有意に推定されていることが確認できる．こ

の事実から，モデル解析における労働人口集中は，基

準均衡状態において集積規模が大きい地域と，愛知を

中心とした 260km周期の場所に位置する地域で見られ

る傾向があることが分かる．

以上で示したモデルの特徴は，本解析において確認

された「東京・名古屋都市圏に人口が集中する一方で，

大阪都市圏で大幅な人口減少が生じる」（図-3）主要な

要因である．実際，名古屋と大阪の距離は約 140kmと

なっており，名古屋都市圏を中心に 260km周期で産業

集積が進む場合，大阪都市圏は人口減少が発生する場

所に位置する．

6. 道路整備の影響分析

本章では，開発した SCGEモデルを用いて，1986年

から 2005年の間に整備された高速道路を対象に，その

効果分析を行う．まず，第 4章に示した手順で実施した

パラメータ推定・キャリブレーションの結果を示す．そ

の後，我が国における高速道路整備の順序の違いによる

数値解析を行うことにより，開発したモデルにおいて，

“ヒステリシス現象”が見られることことを示す．なお，

1985年までに整備された高速道路状況及び，1986年か

ら 2005年に整備された高速道路状況を図-2に示す．さ

らに，図-5～8に 1985年から 5年ごとの高速道路状況

11 本推定結果が３大都市のみで成立しているかどうかを確認する
ために，東京都市圏・名古屋都市圏・大阪都市圏を除いたデー
タを用いた推定も実施した．その結果，(ξ0, ξ1, ξ2) の推定結
果・t 値は，各々，(3.533 × 10−2, 5.726 × 10−4,−1.963 ×
10−4), (2.031∗, 2.523∗,−2.679∗∗)であった．この結果から，空
間的な周期性は３大都市のみではなく全地域においても成立し
ていることが分かる．なお，この空間的な周期性は，実際の都市
の空間分布においても確認され始めている．その詳細は，Ikeda
et al. 9), 大澤ら 10) 参照．
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を示す．

(1) パラメータ推定・キャリブレーション結果

輸送費用パラメータ τ i, τ iIC の推定は，第 5章と同様

の手順で実施した．その結果，τ i, τ iIC が以下の通り得

られた:

(τ1, τ2, τ3) = (−0.827,−0.735,−0.850), (46a)

(τ1IC, τ
2
IC, τ

3
IC) = (0.443, 0.426, 0.577). (46b)

また，αij
a , η

i
a, Ŷa,W

i
a, µ

i, σiも，第 5章と同様の方法で

設定した．

分散パラメータ (θA, θL, θC) の推定結果は，以下に

示すとおりである:

(θA, θL, θC) = (0.596, 2.694, 0.691). (47)

この結果から，消費者選択の階層構造は，最上位から

順に，居住地・資本の供給先・労働の供給先となること

が確認できる．

(2) 道路整備の影響分析

本章では，1986から 2005年に整備された道路を対

象とし，この期間における道路整備が与える影響を人

口シェアの変化により調べる．その際，高速道路整備

順の違い12が各地域に与える影響を明確にするために，

まず，第 4章に示した手順で 1985年から 5年ごとに，

地域 a, b間の所要時間 distabを求めた．その後，次の 2

つの種類の仮想的な高速道路整備を実施し，式 (43)を

用いて，安定均衡状態における各地域の人口シェアの

変化を調べる:

1. 地域間の所要時間を 2005年から 1985年の水準に

一度で変化させた場合13．

2. 地域間の所要時間を 2005年から 5年間隔で変化さ

せ，それぞれの均衡状態を経由して 1985年の地域

間の所要時間まで変化させた場合14．

本分析では，1985年から 2005年の 5年ごと時点の高

速道路整備状況は再現できたが，国道・フェリーの整備

状況を再現することが困難であったため，各年代の地域

間距離は高速道路網のみを変更して算出した．ただし，

国道・フェリーの整備水準の変化を反映するために，そ

の速度を (道路統計年報から得られる) 日本全国の国道

実延長距離に応じて調整した．具体的には，1985年に

おける国道・フェリー速度は以下で与えて，所要時間

を計算した:

[1985年の国道の実延長距離]

[2005年の国道の実延長距離]
× 35km/h. (48)

12 全線同時整備の場合と 5 年ごとに整備状況を反映させた場合を
考える．

13 これは，1985年から 2005年までの高速道路整備を全線同時に
整備した状況を模擬している．

14 これは，5 年ごとに高速道路整備の推移を反映させた．

なお，高速道路の速度は 1985年から 2005年まで全て

の年代で 80km/hから変化させていない．

均衡状態が一意に定まる（従来型の）SCGEモデル

では，1，2の結果が一致する一方，複数の均衡状態が

存在しうる本研究の SCGEモデルでは両ケースの結果

が大きく異なる．したがって，本章で示す結果は，集

積の経済と労働者の地域間移動を考慮した SCGEモデ

ルの特徴を反映したものである点に注意が必要である．

上記の条件のもとで得られた安定均衡状態における

各地域の人口シェア変化は．図-4のとおりである．こ

の結果から，ケース１では，三大都市圏に加え，神戸

市都市圏，福岡市都市圏といった特に大都市と言われ

ている地域に人口が集積し，その他の地方都市ではス

トロー現象が見られた．図-2から 1985年時点では，政

令指定都市の地域を中心に高速道路が整備されていた

が，2005年時には，広域的に高速道路の整備が進んだ

ことが分かる．そこで，この期間に全線開通したこと

で，多くの地方都市は，大都市間との所要時間が大幅

に減少したことから，大都市に人口が集積し，このよ

うに地方衰退が顕著に表れたと考えられる．

一方．ケース２では，均衡状態における人口シェア

変化が三大都市圏などの大都市に加え，地方中心都市

を含む多くの中核市でも人口の集積が見られた．これ

は，1985年から 5年ごとに整備状況を反映したことが

大きく関わっていると考えられる．そこで，図-5～8に

1985年から 5年ごとの高速道路整備の推移とその期間

における人口シェア変化を示し，それぞれの期間にお

ける変化を順に説明していく．図-5から，1985年から

1990年の 5年間は，3大都市圏に加え，いくつかの政

令指定都市や地方中心都市 (ケース 2で増加傾向を示し

た地域の一部)で人口集積が見られた．この期間におい

て，高速道路が政令指定都市から延びる形，もしくは，

既存の高速道路と地方中心都市がつながる形で整備さ

れたことが要因と考えられる．図-6から，1990年から

1995年の 5年間においても，三大都市圏といくつかの

政令指定都市や地方の中心都市に人口集積が見られた．

この期間の高速道路整備は，既存の高速道路と地方中

心都市をつなぐ整備が中心であり，整備区間付近の地

域で他地域間との所要時間の低下が見られたことから，

人口集積が見られたと考えられる．図-7から，この期

間では，東京・大阪都市圏において人口シェアが減少

し，名古屋都市圏で増加傾向が見られた．その他の地

方で増加傾向を示した地域は，秋田市，山形市，長野

市など地方の中心都市で確認できた．図-8から，この

期間では，三大都市圏やその周辺の人口規模が大きい

地域（神戸市・京都市など）で人口集積が見られた．

以上をまとめると，1985年から 2005年の高速道路
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a) 全線同時に整備

b) 5年ごとの高速道路整備を反映

図–4 1986年～2005年の道路整備による人口シェア変化

整備の順序は，地方中心都市15と既存の高速道路16が先

につながり，地方中心都市において，他地域との所要時

間が大幅に低下した．さらに，これらの地域は，人口規

模が周辺の地方都市に比べ大きいことから，人口の増

加が見られたと考えられる．その後に，地方中心都市

とその周辺の地方都市に高速道路網が整備され，その

他の地方都市 (人口規模が小さい地域)においても他地

域との所要時間が大幅に減少し，これらの地方都市に

おいては，大都市に対する魅力は高くなるものの，よ

り近い距離にやや魅力の高い都市が存在したため，大

都市だけでなく，地方中心都市にもさらに人口が集積

したと考えられる．ケース 2では，高速道路を順に整

備したことでケース 1に比べ地方中心都市における人

口集積がより大きくなり，地方中心都市が衰退するこ

となく，大都市と同様に人口集積が見られたと考えら

れる．

このように，本研究で開発した SCGEモデルにおい

15 このケース２で人口増加が確認できた地域も含む．
16 1985 年までに整備されていた高速道路

図–5 1985年～1990年の人口シェア変化と 1985年 1990年
時点の高速道路

図–6 1990年～1995年の人口シェア変化と 1990年 1995年
時点の高速道路

て，高速道路整備順の違いにより，人口分布の違いが

見られ，“ヒステリシス現象”を示していることが確認

できた．なお，本研究では，道路網の整備効果を分析で

きる枠組みに開発したモデルにおいて “ヒステリシス現

象”が見られることに注目するため，産業構造・生産技

術を表すパラメータ値を変化させていない．それゆえ，

本研究は「“モデル挙動”を “実現象”と (定量的に)一

致させる」ことを目指すものではない点に注意が必要

である．

7. おわりに

本研究では，高山ら 1) が開発した集積の経済と人口

移動を考慮した SCGE モデルを，道路整備の影響分析

に応用可能な分析枠組に改良した．そして，集積の経

済 と人口移動を考慮した SCGEモデルにおいて，“ヒ

ステリシス現象” が見られることを示した．より具体

的には，1985年から 2005年の期間を対象として，2種
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図–7 1995年～2000年の人口シェア変化と 1995年 2000年
時点の高速道路

図–8 2000年～2005年の人口シェア変化と 2000年 2005年
時点の高速道路

類の仮想実験を実施し，都市/地方部に与える影響を分

析した：1) 地域間の所要時間を 2005年からら 1985年

に変化させた場合 2) 地域間の所要時間を 2005年から

5 年間隔で変化させ，それぞれの均衡状態を経由して

1985年の地域間の所要時間まで変化させた場合．そし

て，以下に示すように両シナリオ間での結果の傾向が

大幅に異なることを明らかにした：1) では大都市にの

み人口集積が確認でき，地方部ではストロー現象が確

認できた一方で，2) では大都市だけでなく地方中心都

市でも人口集積が確認できた．

このように，本研究で開発したモデルで実施した解

析において “ヒステリシス現象”が確認でき，“集積の

経済”と “人口移動”の両方を考慮した SCGEモデルな

らではの結果を得ることができた．そのため，本研究

で開発したモデルでは，高速道路整備における様々な

仮想実験も行うことができることが今後も期待できる．

しかし，本稿に用いたモデルでは，道路整備による変

化のみによる分析であり，生産技術・産業構造の変化等

の影響は考慮できていない．また，輸送費用の設定方

法も荒い部分がある．それゆえ，本研究成果の妥当性・

信頼性を検証するために，さらなる研究発展が不可欠

である．
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